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1．地理的表示の保護を図った主な法律等 

 
・Decree-Law No.555 on the Protection of Geographical Signs 
：地理的標識保護法令第 555 号（以下、地理的標識保護法令） 
（法律（Law）第 4128 号、第 5194 号及び第 5805 号で改正）1 
 
1995 年 6 月、トルコ・EU間の関税同盟を形成する協議会の決議（Turkey - EU Joint 

Association Council Resolution Nr. 1/95）に基づき、トルコは商標法と特許法を新たな商

標法令と特許及び実用新案法令に改正するとともに、工業デザインや地理的表示その他の

知的財産権のための新たな法律を制定した。産業財産権関連法令は、特許法令（第551号）、

意匠法令（第 554 号）、商標法令（第 556 号）と、上記の地理的標識保護法令（第 555
号）に分かれている2。地理的表示に関する法律は、この時初めて制定されたものである。 

 
（法律の目的） 
地理的標識保護法令は、一定の条件を充足する地理的表示のもとに、自然物、農業物、

鉱産物、工業産品及び手工芸品を保護することを目的とする。（地理的標識保護法令 1 条） 
 
2. 地理的表示の定義 
 
 トルコの地理的標識は、原産地名称及び地理的表示から構成されるものと定義しており、

原産地名称については、リスボン協定型の定義を、地理的表示については、TRIPS協定型

の定義を採用している。（地理的標識保護法令 3 条3） 

                                            
1 本章における英文の条文は、トルコ特許庁のウェブサイトから入手した。

（http://www.tpe.gov.tr/portal/default_en.jsp?sayfa=174）なお、条文の日本語訳は、

AIPPI の仮訳である。 
2 JETRO 知的財産権情報 模倣品対策マニュアル トルコ編（2007 年 3 月） 
3 地理的標識法令 3 条 
原産地名称の定義： 

「The name of the place, area or region of origin of a product shall be its appellation of 
origin when all of the following conditions are met: 
(a) the product originates in a place, area or region, or in exceptional cases a country, 
the geographical boundaries of which have been defined; 
(b) the quality or characteristics of the product are essentially or exclusively due to 
the inherent natural and human factors of the place, area or region; 
(c) the production, processing and preparation of the product take place within the 
defined boundaries of the place, area or region.」（強調付加） 
地理的表示の定義： 
「The name of the place, area or region of a product’s origin shall be its geographical 
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（地理的表示の対象） 
自然物、農業物、鉱産物、工業産品及び手工芸品（地理的標識保護法令 1 条） 

  
3．地理的表示の保護リスト 
 
トルコ特許庁のウェブサイトで閲覧可能。2012 年 1 月現在 147 の登録済み地理的標識

が公示されている4。実際のリストは、後掲する参考資料を参照。 
 
4．地理的表示についての保護を受けるための手続き 
 
 トルコにおいて地理的標識の保護を受けるためには、トルコ特許庁に登録出願を行い、

登録されなければならない。 
 
（登録申請者の範囲） 
 次の者が、地理的標識の登録出願を行うことができる。（地理的標識保護法令 7 条） 
 
 ・当該産品の生産者である自然人又は法人 
 ・消費者団体 
・当該産品若しくは地理的地域に関連する公共団体 

  
（出願要件） 
トルコにおける地理的標識の登録出願の要件を次のように定めている。（地理的標識保

護法令 8 条） 
 
・願書、出願人を特定する情報、及び出願人の範囲に該当する消費者団体又は公共団体

に関する情報を含む。 
・登録する産品の名称、及び原産地名称又は地理的表示 
・産品の説明、産品の物理的、化学的、微生物学的及びその他の産品の特徴を説明する

技術情報及び資料、必要であれば、産品の原料 
・地理的地域の定義、情報及び地理的境界線を明確に示す書類 
・産品の生産技術及び関連がある場合には、地域特有の真正な技術や条件 
・地理的標識の定義を充足する産品であることを示す情報及び書類 
・監査方法の詳細な情報 

                                                                                                                                        
indication when the following conditions are met: 
which have been defined; 
(b) the product possesses a specific quality, reputation or other characteristics 
attributable to the place, area or region; 
(c) at least one of the activities of production, processing or preparation of the product 
takes place within the defined boundaries of the place, area or region.」（強調付加） 

4 http://www.tpe.gov.tr/portal/default_en.jsp?sayfa=172 
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 ・ラベル、マーク及び登録された地理的表示又は原産地表示の使用方法についての詳

細な情報 
 ・出願費用の支払伝票原本 
 ・その他、施行規則で特定される他の詳細 

 
（登録等の申請手続き） 
 出願後、トルコ特許庁が以下について審査する。（地理的標識保護法令 9 条） 
 
・登録を求める標識が地理的標識の定義に該当するか（地理的標識保護法令 3 条） 
・次の不登録事由に該当しないか（地理的標識保護法令 5 条） 
（1）地理的標識保護法令の定義に該当しない名称及び標識に該当しない場合 
（2）当該製品の一般名称となっている名称  
（3）製品の原産地について公衆の誤解を招くおそれがある、動植物の品種名又は類似

の名称 
（4）公序良俗および一般の道徳律に反する標識  
（5） ① 保護対象とならない、又は保護期間が満了している名称  

② トルコ共和国の領土内で使用を認められない名称及び標識 
③ 地理的標識保護法令 2 条で言及する国（パリ条約・ベルヌ条約・WTO 加盟

国）において、使用を認められていない名称及び標識 
・出願する資格がある者によって出願されたか（地理的標識保護法令 7 条） 
・出願人が必要書類をすべて提出しているか（地理的標識保護法令 8 条） 

 
トルコ特許庁は、必要な場合、当該目的物について専門知識を有する 1 つ又は複数の公

的機関、大学又は独立の民間機関に出願審査を要請し、技術情報を検証することができる。

（地理的標識保護法令 9 条）  
トルコ特許庁は、上記要件が満たされていないと判断した場合、3 か月以内 に不備を是

正するよう出願人に通知する。期間内に不備が是正されない場合、当該出願は拒絶される。

（地理的標識保護法令 10 条） 
要件を充足していると認められた出願は、官報と、発行部数が最上位の全国紙 2 紙、地

方紙 1 紙に公開される。（地理的標識保護法令 9 条）出願人の身元、製品の名称、原産地

呼称又は地理的表示の情報、登録名の使用条件等、出願に関するすべての情報が記載され

る。 
公告後、出願は登録簿に仮登録される。 
出願公告から 6 か月以内に異議申立がなされなければ、出願公告日に遡って登録が有効

となる。（地理的標識保護法令 12 条） 
  
（外国の地理的表示の取扱い） 
パリ条約、ベルヌ条約又はWTO 設立条約の加盟国において保護されていない、保護期

間が満了している原産地名称、又はその使用が許可されていない原産地名称及び標識は、

登録できない。（地理的標識保護法令 5 条(e)） 
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他国において生産された産品の地理的表示の出願に関して国際条約がある場合で、当該

原産国の登録要件が地理的標識保護法令の規定を充足する場合、地理的標識保護法令の規

定5する調査が可能である場合、及び当該原産国がトルコからの地理的表示の出願について

相互に保護する規定がある場合には、トルコ特許庁は、国内の地理的表示と同様に審査し

なければならない。他国で登録された地理的表示が、トルコにおいて保護される地理的表

示と同一である場合には、その名称の地域的、伝統的な使用と、混同のおそれについて評

価した後でなければ登録されない。そのような同一名称の使用は、ラベルに原産国の表示

が明確かつ目立つように記載される場合にのみ、使用が許可される。（地理的標識保護法令

8 条） 
 
5．異議申立制度 
 
利害関係人はトルコ特許庁に対して、出願公開から 6 か月以内に、以下の理由（審査事

項に対応している）で、書面で異議を申立てることができる。（地理的標識保護法令 11 条） 
  
・登録を求める標識が地理的標識の定義に該当しない。（地理的標識保護法令 3 条） 
・不登録事由に該当する。（地理的標識保護法令第 5 条）  
・出願する資格がある者によって出願されていない。（地理的標識保護法令 7 条） 
・出願人が必要書類をすべて提出していない。（地理的標識保護法令 8 条） 
 
異議申立がなされると、トルコ特許庁は、出願人に対してその旨を通知する。トルコ特

許庁は、異議申立を受けて、当該目的物について専門知識を有する１つ又は複数の公的機

関、大学又は独立の民間機関に対して、異議申立の審査を要請することができる。 その際

に、それらの専門機関に支払う審査費用は、出願人の負担とされる。ただし、公的機関に

よる異議の場合には費用はかからない。（地理的標識保護法令 11 条） 
異議申立が有効であると判断された場合には、出願は却下される。（地理的標識保護法

令 12 条） 
 

（登録後の取消） 
 次のことを証明した場合、裁判所は登録地理的標識の無効宣言を行う。（地理的標識保護

法令 21 条） 
 
 ・法律に規定されている保護の条件（地理的標識の定義、拒絶理由、出願要件）を満た

していない旨を証明した場合 
 ・登録出願を行う権利が、他者に属していた旨を証明した場合 
 ・規定されている監査が適切に行われていない旨を証明した場合 
 
 
                                            
5 地理的標識法令 20 条 

284 



6. 保護の効力 
 
（誤認混同の必要性） 
 下記の行為については、誤認混同が生じる場合、保護の効力が及ぶ。 
 
・語句としては真正な地理的な場所を示しているが、産品の原産地について誤った印象

を与えるような方法での名称の使用（地理的標識保護法令 15 条(b)） 
・製品の生産地、性質又は基本的な特徴に関して、包装、宣伝資料又は製品に関する文

書に、誤った又は誤解を招くような表示の使用（地理的標識保護法令 15 条(c)） 
・原産地について誤った印象を与え得る容器に製品を入れ包装すること、又は公衆に誤

解を与えるようなその他の慣行を実践すること（地理的標識保護法令 15 条(d)） 
 
 次の行為については、不正競争行為を構成する場合、保護の効力が及ぶ。 

 
・登録された製品と類似もしくは同等の製品について、登録名称の直接・間接的な営利

目的での使用、又は登録名称の評判を不当に利用するような方法でのその名称での使

用（地理的標識保護法令 15 条(a)） 
 
下記の行為については、誤認混同が生じなくても保護の効力が及ぶ。 

 
・真正な地理的な場所を示している場合においても、翻訳名称の使用、又は「style」、
「type」、「method」、「as produced in」等の表現若しくはその他同様の記述のいずれ

かを伴う名称の使用（地理的標識保護法令 15 条(b)） 
 

（「型」等を伴う地理的表示に対する取扱い） 
 真正な地理的な場所を示している場合においても、「style」「type」「method」「as 
produced in」等の表現若しくはその他同様の記述のいずれかを伴う名称の使用に対しては、

保護の効力が及ぶ。（地理的標識保護法令 15 条(b)） 
 
（翻訳に関する取扱い） 
 真正な地理的な場所を示している場合においても、翻訳名称の使用を対しては、保護の

効力が及ぶ。（地理的標識保護法令 15 条(b)） 
 
（複合語に関する取扱い6） 
明文の規定なし。 

 
 
                                            
6 当該項目は『「A＋B」という二語からなる地理的表示があった場合に、「A」又は「B」
単独の使用も禁止するというような明文規定が存在するか』について調査を行った。 
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（「想起（evoke）させるような使用」に関する取扱い） 
原産地について誤った印象を与え得る容器に製品を入れて包装すること、又は公衆に誤

解を与えるようなその他の慣行を実践することに対して、保護の効力が及ぶ。（地理的標識

保護法令 15 条(d)） 
 

7．一般名称に関する規定 
 
（一般名称の地理的表示の保護の可能性） 
生産又は販売の出所にかかわる地域又は地方に関連する名称であっても、その製品の一

般的名称となっている場合は、登録できない。 
関連する地域又は地方で生産される製品の一般的名称として公衆が使用する地域・地方

の名称は、その製品の普通名称とみなされる。ある名称が普通名称であるか否か判断され

る際は、その原産地域の公衆及び一般消費者による使用が考慮される。（地理的標識保護法

令 5 条(b)） 
登録した地理的標識に製品の普通名称が含まれている場合に、一般名称の使用が差し止

められることはない。（地理的標識保護法令 16 条） 
 
（保護された地理的表示の一般名称化） 
 明文の規定なし。 
 
8．権利執行者 
 
（権利執行請求主体） 
地理的表示について権利行使することができる者は、以下の者である。（地理的標識保

護法令 14 条） 
 
・出願人である個人又は法人 
・法令第 544 号に基づく、商標登録代理人として登録されている、認可された商標代理

人（外国の居住者は商標代理人を通じてのみ権利行使することができる。） 
 
（権利執行主体） 
 裁判所（地理的標識保護法令 14 条） 
 裁判所が与える救済手段は次の通り。 
 ・侵害存在の確認 
 ・侵害行為の禁止及び防止 
 ・損害賠償請求 
 ・生産若しくは販売された産品、又は該当する産品の生産に直接使用される装置の押収 
 ・地理的標識権の継続的な侵害を防止するための執行手段、特に、侵害行為の防止する

上で重要な場合は、当該産品又は装置の破壊、又は押収された産品又は装置の変更。 
 ・被告の費用による、公衆及び利害関係者への判決の公表 
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 ・上記に関する予防手段 
 
9．水際措置の有無と概要 
 
税関は、地理的標識を含む、6 つの知的財産権を侵害する物品について、当該物品が模

倣商標を付されたもしくは著作権を侵害するという明白な証拠が存在する場合、権利者も

しくはその代表者からの要求、又は職権に基づき、輸出入の通関手続きを停止する（関税

法 57 条 1 項 7）。 
 税関は、予防手段として、輸入又は輸出のいずれにおいても、不正コピーとみなされる

侵害産品を引き留める。（地理的標識保護法令 37 条） 
  
10．執行実績、主要侵害裁判例 
 
文献調査を行ったが、関連する資料を見つけることができなかった。 

 
11．地理的表示に関する規定及び商標に関する規定との間の調整規定 
 
－地理的表示に関する規定上の商標との間の調整規定 
 
（地理的表示と商標の抵触に関する規定） 
地理的標識が登録出願されている場合、地理的標識の保護の効力が及ぶ商標、又は同一

産品に使用される商標の登録出願は拒絶される。 
また、上記の登録出願による商標登録は、無効の宣言がなされる。 
製品の実際の特質について公衆を誤認させるおそれのある過去に登録された商標を、地

理的標識として登録することもできない。（地理的標識保護法令 18 条） 
 
（地理的表示の出願・登録以前より善意で使用されていた商標の使用：先使用の可能性） 
 商標登録出願が善意で行われ登録になった場合、又は使用権を登録された地理的標識が

その本国で又は地理的標識保護法令の施行前に保護が付与さていた場合、登録商標の有効

性は、維持され、善意での継続使用は可能である。（地理的標識保護法令 18 条） 
 
－商標に関する規定上の地理的表示との間の調整規定 
 
 商標法上に、商標と地理的表示の抵触に関する規定、及び先使用に関する明文の規定は

なし。 
 
 

                                            
7 関税法第 57 条には商標権と著作権についてしか明記が無いが、実施規則 106 条に 6 つ

の知的財産権の全てについて明記がある。 
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12．地理的表示を使用できる者の範囲の特定方法 
 
（地理的表示を使用できる者の範囲の特定方法） 
登録出願の際に、出願人を特定する情報、及び出願人の範囲に該当する消費者団体又は

公共団体に関する情報、及び地理的地域の定義、情報及び地理的境界線を明確に示す書類

を提出しなければならない。（地理的標識保護法令 8 条） 
 
（上記特定方法と地理的風土等との密接関連性） 
 登録出願の際に、産品の生産技術及び関連がある場合には、地域特有の真正な技術や条

件、及び地理的標識の定義を充足する産品であることを示す情報及び書類を提出しなけれ

ばならない。（地理的標識保護法令 8 条） 
 
（地理的表示を使用できる者の範囲特定時の問題） 
 登録出願の審査の際に、出願する資格がある者（すなわち出願の使用者）によって出願

されたか、審査される。（地理的標識保護法令 7 条） 
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（参考資料）トルコにおける登録地理的標識リスト 
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